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六ヶ所村総務課

　本公表は、地方公共団体が人事行政運営の状況を住民に公表することにより、その公正

性及び透明性を高めることを目的としたものであり、地方公務員法の改正により、平成17

年４月１日から全ての地方公共団体において公表が義務付けられているものです。

　人事行政とは、職員の任用、給与、勤務条件、研修、福祉等の職員に適用される基準や

決まりごと全般を指します。

　村では、六ヶ所村人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、前年度の状況

を中心に公表しています。

六ヶ所村人事行政の運営等の状況の公表

令 和 ８ 年 ９ 月
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1 職員の任免及び職員数に関する状況

（１）部門別職員数の推移

（注) 特別行政部門は、教育委員会事務部局の職員を指す。

●過去10年間における職員数の変遷

0

165

令和４年

166

△ 1

27

△ 1

27

0

　令和７年度の職員数は、４月１日現在で223名で、前年度比較では２名の減と
なっています。

部門

一般行政部門計

特別行政部門計

公営企業等部門計

総計

区分

対前年増減数

対前年増減数

実績

対前年増減数

実績

1

対前年増減数

実績

2

令和７年

171

△ 1

24

△ 1

28

実績

△ 1

24

△ 3

26

△ 1

2

28

△ 2

令和３年

167

令和６年

172

7

25

1

2827

令和５年

公営企業等部門は、特別会計(国保会計、千歳平診療所会計、介護保険会計、後期高
齢者会計）及び公営企業会計部門の職員を指す。

215

△ 5

220 225

10

223

△ 2△ 2

222

1

223 223 223 218 221 222 220 215
225 223

1

21

41

61

81

101

121

141

161

181

201

221

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7

職
員
数
（
人
）

年度

1



（２）職員数の状況

　部門別職員数の状況と主な増減理由は、次のとおりです。（各年４月１日現在）

その他

小 計 28

13 13 0

172 171 △ 1

水道

下水道 5

教育 25

合　　計

土木

公営企業
等部門計

0

小 計

病院

特別行政
部門計

区分

3 0

一般行政
部門計

0

13 10 △ 3

10

農林水産

総務・企画

3

介護保険事業の体制強化による減　▲１
国民健康保険事業の体制強化による減　▲１
保健相談センター看護師の退職不補充による減　▲1

下水道事業の体制強化による減　▲2

28 0

13 14 介護保険事業の体制強化による増　＋１1

（注）職員数には、再任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員及び会計年度
 　　 任用職員は含まない。

225 223 △ 2

おぶちこども園の体制強化による増　+4

下水道事業の体制強化による増　＋2
職員の退職不補充による減　▲1

△ 125 24

13 0

小学校教諭の退職不補充による減　▲1

6769

令和７年

24 △ 1

3

10

研修派遣職員の派遣終了に伴う減▲2

52 4

職員数（人）

小 計

交通

議会

令和６年

6

0 0

6 6

1

0

4 2 △ 2

民生

対前年
増減数

税務

13

3 0

労働

0

衛生

△ 2

48

0 0

商工

主な増減理由

2



（３）採用職員数（令和７年４月１日～令和８年３月31日)

（４）退職職員数（令和７年４月１日～令和８年３月31日)

0

2

43 7

3

0 2

2

職種

合計

教育職

医療職

技能労務職

行政職

職種

15 0 19 0

分限
免職

懲戒
免職

任期満了
勤務延長
期間の満
了

その他

1 1

3

11 16

2

死亡
退職

任期付職員（調理師） 3

任期付職員（指導主事） 0

任期付職員（教諭） 2

任期付職員（保育士） 1

合計数

36

人数

1

0

1

13

大学卒業程度（行政）

任期付職員（医師）

任期付職員（看護師）

計

高等学校卒業程度（一般） 3

選考（保健師） 0

選考（栄養士） 0

任期付職員（保育教諭） 2

定年
退職

早期
退職

普通
退職

72

3



2 職員の人事評価の状況

制度概要

対象者

評価期間等  ○能力評価

評価基準日：９月１日（２月１日）

評価対象期間：10月１日～翌年９月30日

○業績評価

＜前期＞

評価基準日：９月１日

評価対象期間：４月１日～９月30日

＜後期＞

評価基準日：２月１日

評価対象期間：10月１日～翌年３月31日

評価結果の活用

※括弧内は会計年度任用職員の評価期間等を示す。

能力評価及び業績評価を実施
○能力評価
　仕事によって達成された成果、業務に対する取り組み姿勢や
勤務態度及び職務行動を通じて発揮された能力を標準職務遂行
能力（評価項目）に基づき評価を行う。
○業績評価
　各職員が設定した個人目標の達成状況を、目標管理の手法を
用いて評価を行います。個人目標以外の業務の成果や業務取組
プロセス等も勘案する。

　一般職の職員
　長期にわたる休暇、休職、育児休業等により、評価対象期間
の大部分の勤務を欠いている等、評価することが困難である場
合は除く。

　被評価者の任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として
活用するほか、被評価者の人材育成に活用するよう努める。

　人事評価の実施については、地方公務員法（昭和25年法律第261号）において定められてお
り、六ヶ所村人事評価実施要綱に基づいて実施しています。
　人事評価の概要は次のとおりです。

（４月１日～翌年３月31日）

４



3 職員の給与の状況

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

（３） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

２

３

※

六ヶ所村では人事委員会を設置していないため省略します。

１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率  （参考）

9,628 14,270,915 1,961,528 1,961,528 13.7 12.4

 令和５年度の人件費率

令和６年度 人 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％ 

（令和７年１月１日） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ 

事業費支
弁職員給

　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

令和６年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）一人当たり （参考）類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

　()書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地
方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

（補正前のラスパイレス指数×（1+当該団体の地域手当支給率）／（１+国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

令和６年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、③100を超えている場合につ
いて、その理由及び改善の見込み

　理由：高校卒の枠における平均給与月額が国の高校卒よりも高いため。特に経験年数25～30年、30～35年の階層で高くなっている。

　改善の見込：１　人事評価制度の導入により、より適正な人員配置を行うことを検討。
　　　　　　　　　 ２　級別定数基準を定めることを検討。

（４）給与改定の状況

6,200 5,723

      ２　職員数については、令和６年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤
　　　　　務）及び会計年度任用職員を含まない。

　　　３  給与費については、任期付短時間勤務職員及び暫定再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれているが、会計年度
　　　　　任用職員の給与費は含まれていない。

（注）　１ 　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差
による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

千円 千円 千円 

197 748,639 129,385 293,404 50,000 1,221,428

(100.5) (100.9) (101.1) (101.3)

六ヶ所村 類似団体平均 全国町村平均

R４ 101.1 96.3 96.3

R５ 101.3 96 96.3

R６ 101.2 96 96.4

R７ 101.5 96.4 96.7

101.1

96.3 96.3

101.3

96 96.3

101.2

96 96.4

101.5

96.4 96.7

90

95

100

105
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（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について

給料表の見直し

［　実施　　 未実施　］

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

人 （A)

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

期末勤勉手当

###

（B) ###

歳 円 円 円

歳 円 円 円

 　に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

※個人情報保護の観点から、対象職員が２人以下の場合は非公表（国と同様の取扱い。以下同じ。）

（国比較ベース）

六ヶ所村 37.4 303,500 351,475 333,056

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むと
されています。

（内容）
 一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引き下げ。初任層については号給の引下げなし、最高号給を最大４％引下げ。
激変緩和のため、４年間（平成31年３月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
他の給料表については、行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和７年４月１日現在）

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

類似団体 41.2 314,279 364,128 339,772

区　　分 平 均 年 齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額

青森県 42.5 321,300 384,183 349,835

国 41.9 332,237 － 414,480

うち電話交換 － － － －

うち用務員 － － － －

平均給与月額

（国比較ベース）

六ヶ所村 － － － －

青森県 54.1 211 305,500 342,029 321,950

うちその他 53.7 3 242,600 265,700 246,433

うち運転手 － － － －

区　　分 民間 参考

対応する民間類
似職種

平均年齢 平均給与月額
A/B

年収ベース（試算）の比較

類似団体 51.0 3 287,371 310,867 299,385

国 51.3 1,703 294,567 － 337,907

－

うちその他 飲食物調理従事者 46.3 225,400 1.1788 2,957,196 2,704,800 1.09331

公務員（C) 民間（D) C/D

六ヶ所村 － － － － － －

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（令和４年～令和６年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当たり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものでは
 　ない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度

6 



　　　　③医師・歯科医師

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　④看護師・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑤小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　ているものである。　

　　　　当等を除いたもの）で算出している。

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（国比較ベース）

六ヶ所村 － － － －

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

類似団体 58.3 665,476 1,360,409 860,020

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

青森県 － － － －

国 53.9 522,988 － 860,880

青森県 － － － -

国 48.2 333,346 － 375,323

（国比較ベース）

六ヶ所村 46.2 336,600 381,060 358,300

（国比較ベース）

六ヶ所村 44.5 353,300 370,333 －

類似団体 42.8 312,994 353,885 327,508

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（注）１　　「平均給料月額」とは、令和６年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手　　　　　 

　　　　当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ

　　　　　 また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手

（２) 職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在）

区　　　　　分 村 青森県 国

青森県 47.2 381,500 421,086 －

類似団体 39.4 304,258 334,829 －

技能労務職 高　校　卒 192,500 192,500 －

中　学　卒 － － －

一般行政職 大　学　卒 225,600 225,600 220,000

高　校　卒 194,500 194,500 188,000

一般行政職 大　学　卒 291,100 370,600 416,500 437,000

（３) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和７年４月１日現在）

区　　　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

小・中学校 大　学　卒 252,000 252,000 －

教育職 高　校　卒 － － －

中　学　卒 - - - -

技能労務職 高　校　卒 235,400 - 242,900 249,500

高　校　卒 257,600 337,100 384,700 419,400

7 



３　一般行政職の級別職員数等の状況

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

１　村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

  

183,500 258,100

２　　級 主事
人 

32 18.5% 230,000 308,500

１　　級 主事
　　　　　　　　人 

35 20.2%

（１) 一般行政職の級別職員数の状況（令和７年４月１日現在）

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比 1号給の給料月額 最高号給の給料月額

321,300 398,200

６　　級 課長補佐、出先の長
人

20 11.6% 355,200 415,700

５　　級 グループマネージャー
人 

22 12.7%

265,300 354,700

４　　級 主幹
人 

14 8.1% 298,800 389,300

３　　級 主査
人 

35 20.2%

408,300 450,900
（注）

７　　級 課長
人 

15 8.7%
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（３) 昇給への人事評価の活用状況（一般行政職）（六ヶ所村）

イ 人事評価を活用している

ロ 人事評価を活用していない

令和７年度中における運用 管理職員 一般職員

〇 〇

活用している昇給区分
昇給可能な

区分
昇給実績がある

区分
昇給可能な

区分
昇給実績がある

区分

（２)　国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和７年４月１日現在）

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

上位、標準、下位の区分 〇 〇 〇 〇

上位、標準の区分

活用予定時期

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

六ヶ所村（R２）

国家公務員（Ｒ２）

六ヶ所村（R6）

国家公務員（R6)

国10級（特に重要課長）

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）村７級（課長）

国６級（困難課長補佐）村６級（課長補佐）

国５級（課長補佐）村５級（グループマネージャー）

国４級（困難係長）村４級（主幹）

国３級（係長）村３級（主査）

国２級（上級係員）村２級（主事）

国１級（係員）村１級（主事）

（百円）
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４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

5～15％ 5～20％ 5～20％

10～25％ 10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（六ヶ所村）

イ 人事評価を活用している

ロ 人事評価を活用していない

・基本額 ・基本額

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

・調整額 ・調整額

・その他の加算措置 ・その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

自己都合

2.50 2.05 2.50 2.05 2.50 2.10

１人当たり平均支給額（令和６年度） １人当たり平均支給額（令和６年度） ―

1,461 1,776

六ヶ所村 青森県 国

令和６年度中における運用 管理職員 一般職員

〇 〇

　活用している成績率
支給可能な

成績率
支給実績がある

成績率
支給可能な

成績率
支給実績がある

成績率

役職加算 役職加算 役職加算

管理職加算 管理職加算

1.400 1.000 1.400 1.000 1.400 1.000

活用予定時期

（２) 退職手当（令和７年４月１日現在）

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

上位、標準、下位の区分 〇 〇 〇 〇

上位、標準の区分

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.7090 47.709 47.709 47.709

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

六ヶ所村 国

自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した職員に支給された平均額である。

職員の在職区分に応じて定める額の60月分の調整月額
を合計した額（月額0円～59,550円）

職員の在職区分に応じて定める額の60月分の調整月
額を合計した額（月額0円～95,400円）

（3～45％加算） （3～45％加算）

１人当たり
平均支給額

730 千円

応募認定・定年退職 21,681 千円
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千円

円

％ 人 ％

千円

医師往診料の50/100

看護師等往診料の10/100

千円

千円

 (５) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都 20 3 20

（３) 地域手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（令和６年度決算） 1,881

支給職員1人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 626,880

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

左記職員に対する支給単価
（令和６年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度） 4.0 　％

手当の種類（手当数） 7

 (４) 特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（令和６年度決算） 8,720 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 968,889 円

夜間看護手当 看護師等
夜間に看護等の業務に
従事したとき

1回3,300円

教員特殊勤務手当
小学校及び中学校に
勤務する教諭及び助
教諭

非常災害緊急補導手当 日額7,500円～16,000円

修学旅行等引率手当

920

医師、技師
委託者の事業所等でそ
の業務に従事したとき

受託業務の50/100

往診手当 医師、看護師等 往診業務に従事したとき

診療手当 医師及び歯科医師
医師が医療業務に従事
したとき

月額450,000円～650,000円

－

巡回検診手当 医師
医師が検診業務等に従
事したとき

月額5,000円

受託業務手当

※六ヶ所村行政改革に基づく給与の適正化により、保育士手当、下水処理場作業手当、衛生検査手当、放射線取扱手当の４特殊
　勤務手当を平成20年３月31日で廃止。
※児童生徒への適切な指導及び学力向上を図ることを目的とし、村費負担教職員を採用したことから、平成21年４月１日から教員
　特殊勤務手当を新設。

支 給 実 績 （ 令 和 ６ 度 決 算 ） 47,030

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ６ 年 度 決 算 ） 279

支 給 実 績 （ 令 和 ５ 年 度 決 算 ） 55,345

特別支援教育手当 月額12,600円

防疫作業手当
家畜伝染病防疫に従
事する職員

家畜伝染病の病菌を有
する家畜又は家畜伝染
病の病菌を有する疑い
のある家畜に対する防
疫作業に従事したとき

1回380円
－

日額5,100円

部活指導手当 日額3,600円

多学年学級担当手当 日額290円～350円

教育業務連絡指導手当 日額200円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ５ 年 度 決 算 ） 343

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和６年度決算）」
　　と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の
　　支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。
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円

円

円

円

円

平均支給年額

（令和６年度決算）

扶養手当

配偶者や子などを扶養している場合
に支給されます。

　　配偶者　　　　　3,000円

　　父母等　　　　　6,500円

　　子　　　　　　  11,500円
　　子が満16歳～22歳の加算
　　　　１人につき　5,000円

同 16,207 千円

（６) その他の手当（令和７年４月１日現在）

手　当　名
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（令和６年度決算）

支給職員１人当たり
内容及び支給単価

（月額）

304,067

寒冷地手当

寒冷地に勤務する職員に支給されます。

（青森県内の場合）
支給期間
11～3月までの5ヶ月間
　　　扶養親族がある場合
　　　　　　世帯主　19,800円
　　　扶養親族がない場合
　　　　　　世帯主　11,400円
　　　　　　その他　8,200円

同 12,692 千円 65,763

住居手当
借家や借間の家賃を負担して住んで
いる場合に支給されます。
　　　　最高　　27,000円

異
最高額
（国は
28.000円）

15,507 千円

238,334

通勤手当

交通機関や自家用車などで通勤する
ことを常例としている場合に支給され
ます。

バスや電車などの公共交通機関利
用の場合
　　　　最高　　150,000円
自家用車など利用の場合
　　　　最高　　 46,000円

異

自家用車
利用の場
合の最高
額（国は、
31,600円）

22,635 千円 152,939

418,956管理職手当

管理又は監督の地位にある職員のう
ち、管理職手当支給に関する規則で
指定するものに支給されます。

　　支給額＝32,000円～53,000円

異

支給額
（国は、
31,700円～
139,300円）

28,908 千円
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円

円

（注）公営企業等を除く。

（参考）類似団体における最高／最低額

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

（１期の手当額）

退職時給料月額×在職月数×100分の45.5 円

退職時給料月額×在職月数×100分の26.5 円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

           おける退職手当の見込額である。                                 

教員特別手当

小学校又は中学校に勤務する教諭
又は助教諭に支給されます。

　　　最高　8,000円

451 千円 56,400

管理職員特別勤務
手当

管理職手当の支給を受ける職員が
臨時又は緊急の必要その他公務の
運営の必要により週休日又は休日等
に勤務した場合に支給されます。

　　　最高　　12,000円

同 612 千円 8,869

892,000 523,000

副 村 長 630,000 700,000 360,000

※平成21年度の給与勧告に基づき、住居手当のうち、持家に係る手当を平成21年12月１日から廃止。

※児童生徒への適切な指導及び学力向上を図ることを目的とし、村費負担教職員を採用したことから、平成21年４月１日から教員特別手当
を新設。

５　特別職の報酬等の状況（令和７年４月１日現在）

区 分 給料月額等

給

料

村 長 782,000

252,000 310,000 150,000

期
末
手
当

村 長 （令和６年度支給割合）

副 村 長 3.4

議 長 （令和６年度支給割合）

報

酬

議 長 291,000 366,000 200,000

副 議 長 259,000 320,000 170,000

議 員

      ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）勤めた場合に

（支給時期）

村 長 17,078,880 任期満了時若し
くは退職時副 村 長 8,013,600

副 議 長 3.4

議 員

退
職
手
当

（算定方式）

備　　　　考
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６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

人

人）

人

人）

人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

研修派遣職員の派遣終了に伴う減▲2

（各年４月１日現在）

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主な増減理由
令和６年 令和７年

農林水産 13 13 0

商　　　工 3 3 0

税　　　務 10 10 0

労　　　働

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　　　会 3 3 0

総　　　務 69 67 △ 2

教育部門 25 24 △ 1

おぶちこども園の体制強化による増　+4

衛　　　生 13 10 △ 3

計 172 171 △ 1 ＜参考＞

土　　　木 13 13 0

民　　　生 48 52 4
介護保険事業の体制強化による減　▲１
国民健康保険事業の体制強化による減　▲１
保健相談センター看護師の退職不補充による減
▲1

小学校教諭の退職不補充による減　▲1

消防部門

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　177.61

（類似団体の人口1万当たり職員数 119.43

水　　　道 4 2 △ 2 下水道事業の体制強化による減　▲2

（類似団体の人口1万当たり職員数 143.0

小　計 197 195 △ 2 ＜参考＞

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　202.53

小　計 28 28 0

下　水　道 5 6 1

そ　の　他 13

下水道事業の体制強化による増　＋2
職員の退職不補充による減　▲1

公
営
企
業
等

会
計
部
門

病　　　院 6 6 0

14 1 介護保険事業の体制強化による増　＋１

231.6

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

合　　計 225 223 △ 2 ＜参考＞

[  　 335      ］ [  　 335    ］ [  0  ］ 人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　
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（３）職員数の推移

（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 

      ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

（２)年齢別職員構成の状況（令和７年４月１日現在）

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳

～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳

人 人 人 人 人

4 19 37 26 24
職員数

人 人 人 人 人 人 人 人

43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上39歳

12 223

　　　　　　　　　　年　　度

　部　門　別
R2 R3 R4 R5 R6 R7

過去５年間の
増減数（率）

20 20 16 16 18 11

教　育 30 28 27 24 25 24 ▲ 6 （▲ 25.0)

171 6 3.5一般行政 165 167 166 165 172

公営企業等会計 26 27 27 26 28 28 2 7.1

195 0 0.0普通会計計 195 195 193 189 197

223 2 0.9総合計 221 222 220 215 225

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構

成比

%
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７　公営企業職員の状況

（１）水道事業

  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

（２）下水道事業

  　 ① 職員給与費の状況
ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

（３）　工業用水道事業

  　① 職員給与費の状況
ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

令和６年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％

実質収支 職員給与費比率 令和５年度の総費用に占

区　分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

％

296,913 19,192 22,426 7.55 4.26

千円

4 13,774 2,831 5,821 22,426 5,607 6,316

　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

令和６年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

令和６年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％

実質収支 職員給与費比率 令和５年度の総費用に占

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

    ２　職員数については、令和７年３月31日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤
　　　　務）及び会計年度任用職員を含まない。

　　３  給与費については、任期付短時間勤務職員及び暫定再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれていますが、会計年度
　　　　任用職員の給与費は含まれていない。

区　分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

％

726,334 6,839 28,846 3.97 3.94

千円

5 18,504 2,429 7,913 28,846 5,769 6,187

　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

令和６年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

令和６年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％

実質収支 職員給与費比率 令和５年度の総費用に占

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

    ２　職員数については、令和７年３月31日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤
　　　　務）及び会計年度任用職員を含まない。

　　３  給与費については、任期付短時間勤務職員及び暫定再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれていますが、会計年度
　　　　任用職員の給与費は含まれていない。

区　分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

％

21,590 △ 7,058 3,406 15.78 12.73

千円

1 2,412 79 915 3,406 3,406 6,537

　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

令和６年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

    ２　職員数については、令和７年３月31日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤
　　　　務）及び会計年度任用職員を含まない。

　　３  給与費については、任期付短時間勤務職員及び暫定再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれていますが、会計年度
　　　　任用職員の給与費は含まれていない。
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歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）村においては平成29年度から工業用水道事業を新設している。

 （５） 職員の手当の状況

①　期末手当・勤勉手当

千円 千円　 千円　

千円　

千円　

（令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

5～15％

（注）１　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 勤続２０年

勤続２５年 勤続２５年

勤続３５年 勤続３５年

最高限度 最高限度

（調整額） （調整額）

（その他の加算措置） （その他の加算措置）

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

（退職時特別昇給 なし ） （退職時特別昇給 なし ） １人当たり平均支給額　

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額。

③　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

六 ヶ 所 村 34..2 296,700 484,670

団体平均

水道事業 45.8 345,838 524,813

下水道事業

（４） 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和７年４月１日現在）

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

1,453 1,461 水道事業 1,593

下水道事業 1,562

（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。
　　　２　平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。

六ヶ所村 六ヶ所村（一般行政職） (参考)団体平均等

１人当たり平均支給額（令和６年度） １人当たり平均支給額（令和６年度） １人当たり平均支給額（令和６年度）

44.6 342,377 516,175

工業用水道事業 46.2 358,291 546,700

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 役職加算　5～15％

1.400 1.000 1.400 1.000 － －

工業用水道事業 1,632

2.50 2.05 2.50 2.05 － －

19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分

28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分

②　退職手当（令和７年４月１日現在）

六ヶ所村 六ヶ所村（一般行政職） （参考）団体平均等

自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

（3～45％加算） （3～45％加算）

１人当たり
平均支給額

自己都合 － 千円 １人当たり
平均支給額

自己都合 730

職員の在職区分に応じて定める額の60月分の調
整月額を合計した額（月額0円～59,550円）

職員の在職区分に応じて定める額の60月分の
調整月額を合計した額（月額0円～59,550円）

39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分

47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分

支 給 実 績 （ 令 和 ６ 度 決 算 ） 1,651

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ６ 年 度 決 算 ） 206

支 給 実 績 （ 令 和 ５ 年 度 決 算 ）

下水道事業 6,120 千円

工業用水道事業 4,960 千円

千円 水道事業 7,848 千円

応募認定・定年退職 － 千円 応募認定・定年退職 21,681 千円

（注）２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和５年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管
理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

893

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ５ 年 度 決 算 ） 128

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 
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円

円

円

円

円

④　その他の手当（令和７年４月１日現在）  

一般行政
職の制度と

の異同

一般行政
職の制度と
異なる内容

支給実績
（令和６年度決算）

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価

145,714

住居手当
借家や借間の家賃を負担して住んで
いる場合に支給されます。
　　　　最高　　27,000円

同 192 千円 192,000

通勤手当

交通機関や自家用車などで通勤する
ことを常例としている場合に支給され
ます。

バスや電車などの公共交通機関利
用の場合
　　　　最高　　150,000円
自家用車など利用の場合
　　　　最高　　 46,000円

同 1,020 千円

平均支給年額

（令和６年度決算）

扶養手当

配偶者や子などを扶養している場合に支給されます。

　　配偶者　　　　　3,000円

　　父母等　　　　　6,500円

　　子　　　　　　  11,500円
　　子が満16歳～22歳の加算
　　　　１人につき　5,000円

同 660 千円 220,000

※平成21年度の給与勧告に基づき、住居手当のうち、持家に係る手当を平成21年12月１日から廃止。

59,180

管理職手当

管理又は監督の地位にある職員のう
ち、管理職手当支給に関する規則で
指定するものに支給されます。

　　支給額＝32,000円～53,000円

同 1,344 千円 448,000

寒冷地手当

寒冷地に勤務する職員に支給されます。

（青森県内の場合）
支給期間
11～3月までの5ヶ月間
　　　扶養親族がある場合
　　　　　　世帯主　19,800円
　　　扶養親族がない場合
　　　　　　世帯主　11,400円
　　　　　　その他　8,200円

同 592 千円
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14

7

計 41

主幹専門員 4

177 100.0合　計 177 100.0

9.0 課長級
会計管理者 1

事務局長 1

計

７級
課長並びに職務の複雑、困難及び責
任の度がこれと同等と認めるもので
規則で定めるものの職務

16 9.0

課長 14

16

16

６級
課長補佐並びに職務の複雑、困難及
び責任の度がこれと同等と認めるも
ので規則で定めるものの職務

21 11.9

課長補佐 13

館長 2

所長 1

計 21

室長 2

主幹級

18

課長補佐級

事務長 1

次長 2

21 11.9

22 12.4
グループ

マネージャー級

総括主幹 2

総括主幹（任期付短時間勤務職員） 2

事務長 1

計

18 10.2

主査級

23
23 13.0

主査 23

計

５級

グループマネージャー並びに職務の
複雑、困難及び責任の度がこれと同
等と認めるもので規則で定めるもの
の職務

22 12.4

グループマネージャー 17

22

計

３級
主査並びに職務の複雑、困難及び責
任の度がこれと同等と認めるもので
規則で定めるものの職務

23 13.0

４級
主幹並びに職務の複雑、困難及び責
任の度がこれと同等と認めるもので
規則で定めるものの職務

18 10.2

主幹

１級

定型的な業務を行う主事並びに職務
の複雑、困難及び責任の度がこれと
同等と認めるもので規則で定めるも
のの職務

36 20.3

主事 35

77 43.5 主事級

計 36

保育士 1
２級

高度の知識又は経験を必要とする業
務を行う主事並びに職務の複雑、困
難及び責任の度がこれと同等と認め
るもので規則で定めるものの職務

41 23.2

主事 33

主事（任期付短時間勤務職員）

栄養士 1

８　等級及び職制上の段階ごとの職員数（令和８年４月１日現在）

１　行政職給料表

等級
等級別基準職務表に規定する

基準となる職務

合計 内訳 職制上の段階

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

19



2 14.3 主任保健師

主任保健師 1

計 2

主任保健師(再任用短時間勤務職員) 1

2 14.3 保健師

計 2

所長

計 1
100.0

- -  准看護士

2

- -

講師

総括主幹
保健師課長補佐

1 10.0 指導主事（４級）

計 1

職名 （人） （人）

４　教育職給料表

等級
等級別基準職務表に規定する

基準となる職務

合計 内訳 職制上の段階

（人） （％） （％） 段階

１級 助教諭の職務 -

教諭

計 8

10 100.0合　計 10 100.0

４級 グループマネージャーの職務 1 10.0
グループマネージャー 1

指導主事（３級）

計 1

- -

1
1 10.0３級 指導主事の職務 1 10.0

指導主事

- - -

8 80.0２級
8

教諭の職務 8 80.0
教諭

100.0

６級
課長補佐並びに職務の複雑、困難及
び責任の度がこれと同等と認めるも
ので規則で定めるものの職務

2 14.3

所長 1

合　計 14 100.0 14

1 7.1

2 14.3

主幹
保健師

計 1

7 50.0

総括
主任保健師

総括
主任看護師

総括
主任准看護師計 7

2

1

計 2

1

総括主任看護師 5

５級
１　看護師長の職務
２　主幹保健師の職務

1 7.1
主幹保健師

４級
１　総括主任看護師又は総括主任准
　看護師の職務
２　総括主任保健師の職務

7 50.0

総括主任保健師

３級
１　主任看護師又は主任准看護師の
　職務
２　主任保健師の職務

2 14.3

２級
１　看護師又は保健師の職務
２　相当困難な業務を行う准看護師
　の職務

2 14.3
保健師

１級 准看護師の職務 - -

３　医療職給料表（３）

等級
等級別基準職務表に規定する

基準となる職務

合計 内訳 職制上の段階

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

合　計 1 100.0

５級
１　診療所の所長の職務
２　極めて高度の知識、経験に基づき
　特に困難な業務を行う医師の職務

1 100.0
所長 1

1

- - - -

高度の知識、経験に基づき困難な業
務を行う医師の職務

- - - -
医師

２級
相当高度の知識、経験に基づき困難
な業務を行う医師の業務

- - - - -

１級 医師の職務 - - - -

-

３級 - -

- -

- -

４級
極めて高度の知識、経験にも基づき
困難な業務を行う医師の職務

（％） 職名 （人） （人） （％） 段階

２　医療職給料表（１）

等級
等級別基準職務表に規定する

基準となる職務

合計 内訳 職制上の段階

（人）
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-

電話交換技能員（再任用短時間勤務職員）

1

100.0

100.0 技能職員・
労務職員

（人） （％） 段階

５　技能労務職給料表

職制上の段階

（人）

合　計 2 100.0 2

-

５級
高度の技能又は経験を必要とし、特
に困難な業務を行う技能職員又は労
務職員の職務

- -

2

1

計

技能職員又は労務職員の職務 0 0.0
調理師（任期付職員）

３級
高度の技能又は経験を必要とする技
能職員又は労務職員の職務

１級

４級

1

高度の技能又は経験を必要とし、困
難な業務を行う技能職員又は労務職
員の職務

- -

- -

（％） 職名 （人）

２級
相当の技能又は経験を必要とする技
能職員又は労務職員の職務

1 50.0
電話交換技能員（任期付短時間勤務職員）

計

計 0

1

1

0

等級
等級別基準職務表に規定する

基準となる職務

合計 内訳

50.0
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4 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）職員の勤務時間

※

（２）職員の休暇制度

①年次有給休暇

②特別休暇

開始時刻

終業時刻

休憩時間

勤務を要しない日

8時15分

17時

12時～13時

区分

取得日数（1年間)

繰越限度日数(1年間)

平均取得日数（実績)

　職員の勤務時間は、村の条例・規則等で定められています。所属等により一部異なります
が、標準的なものは下記のとおりです。

区分

1週間の勤務時間

1日の勤務時間

令和７年４月１日

38時間45分

7時間45分

休暇の区分

選挙等休暇

証人等休暇

令和６年

14.6

39.2%

国民の祝日、12/29～1/3

事由

消化率

休日

必要と認められる期間

必要と認められる期間

選挙権その他公民としての権利を行使する
場合

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国
会、裁判所、地方公共団体の議会その他官
公署へ出頭する場合

令和７年

14.9

40.3%

国の勧告に基づき、平成21年10月1日から勤務時間を改正（週40時間→週38時間45分）
しました。

土曜日、日曜日

20日

20日以内

　職員の休暇についても、村の条例・規則等で定められています。休暇の種類や概要につい
ては、次のとおりです。

期間
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職員が妻の出産に伴い勤務しないことが相
当であると認められる場合

配偶者出産休暇

産後休暇

骨髄移植等休暇

連続する５日の範囲内

出産の日までの申し出た期
間

出産の日の翌日から８週間
を経過する日までの期間
（産後６週間を経過した女
子職員が就業を申し出た場
合において医師が支障がな
いと認めた業務に就く期間
を除く。）

　職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで
次に掲げる社会に貢献する活動（専ら親族
に対する支援となる活動を除く。）を行う
場合で、その勤務しないことが相当である
と認められるとき
ア　地震、暴風雨、噴火等により相当規模
の災害が発生した被災地又はその周辺の地
域における生活関連物資の配布その他の被
災者を支援する活動
イ　障害者支援施設、特別養護老人ホーム
その他の主として身体上若しくは精神上の
障害がある者又は負傷し、若しくは疾病に
かかった者に対して必要な措置を講ずるこ
とを目的とする施設であって村長が定める
ものにおける活動
ウ　ア及びイに掲げる活動のほか、身体上
若しくは精神上障害、負傷又は疾病により
常態として日常生活を営むのに支障がある
者の介護その他の日常生活を支援する活動

結婚する場合

育児休暇

必要と認められる期間

５日の範囲内

１日２回それぞれ60分

骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細
胞移植のための末梢血幹細胞の提供希望者
として、その登録の申出又は提供に伴い、
必要な検査、入院等をする場合

生後１年６月に達しない子を育てる場合

ボランティア休暇

結婚休暇

産前休暇
８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週
間）以内に出産する予定である女子職員が
申し出た場合

女子職員が出産した場合

職員の妻が出産する場合であってその出産
予定日の６週間（多胎妊婦の場合にあって
は、14週間）前の日から当該出産の日後８
週間を経過する日までの期間にある場合に
おいて、当該出産に係る子又は小学校就学
の始期に達するまでの子（妻の子を含
む。）を養育する職員が、これらの子の養
育のため勤務しないことが相当であると認
められる場合

育児参加休暇

子の看護休暇

２日の範囲内

産前６週間から産後８週間
の間で５日の範囲内

義務教育終了までの子（配偶者の子を含
む。）を養育する職員が、その子の看護
（予防接種又は健康診断を受けさせること
を含む。）のため勤務しないことが相当で
あると認められる場合

５日の範囲内（その養育す
る義務教育終了までの子が
２名以上の場合は、10日）
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５日の範囲内の期間（体
外受精・顕微授精等の頻
繁な通院が必要とされる
場合は５日加算）

生理休暇 申し出た必要な期間
生理日における腹痛、腰痛又は頭痛等で、
勤務することが著しく困難であると女子職
員が申し出た場合

必要と認められる期間出勤困難休暇

退勤途中の危険回避休暇

妊産婦通院休暇

忌引休暇

祭日休暇

夏季休暇

地震、水害、火災その他の災害により次の
いずれかに該当する場合その他これらに準
ずる場合
ア 職員の現住居が滅失し、又は損壊した場
合で、当該職員がその復旧作業等を行い、
又は一時的に避難しているとき。
イ 職員及び当該職員と同一の世帯に属する
者の生活に必要な水、食料等が著しく不足
している場合で、当該職員以外にはそれら
の確保を行うことができないとき

短期介護休暇
要介護者の介護その他の村長が定める世話
を行う職員が、当該世話を行うために勤務
しないことが相当であると認められる場合

５日（要介護者が２人以上
の場合にあっては、10日）
の範囲内

職員が父母、配偶者及び子の追悼のための
特別な行事（死亡後15年以内に行われるも
のに限る。）のため勤務しないことが相当
であると認められる場合

職員が夏季における盆等の諸行事、心身の
健康の維持及び増進又は家庭生活の充実の
ため勤務しないことが相当であると認めら
れる場合

不妊治療休暇
不妊治療に係る通院等のため勤務しないこ
とが相当であると認められる場合

妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が保
健指導又は健康診査を受ける場合

地震、水害、火災その他の災害又は交通機
関の事故等に際して、職員が退勤途上にお
ける身体の危険を回避するため勤務しない
ことがやむを得ないと認められる場合

現住居の滅失休暇

１日

７月から９月の間（業務の
繁忙期であることその他の
業務の事情により当該期間
内に休暇の全部又は一部を
使用することが困難である
と認められる場合は６月か
ら10月の間）で週休日等を
除いて連続する５日の範囲
内

職員の親族が死亡した場合

地震、水害、火災その他の災害又は交通機
関の事故等により出勤することが著しく困
難であると認められる場合

親族に応じた日数で、１日
～７日以内の連続する日数
の範囲内

必要と認められる期間

妊娠満23週までは４週間に
１回、妊娠満24週から満35
週までは２週間に１回、妊
娠満36週から出産までは１
週間に１回、産後１年まで
はその間に１回（医師等の
特別の指示があった場合に
は、いずれの期間について
もその指示された回数）に
ついて、それぞれ、１日の
正規の勤務時間の範囲内で
必要と認められる期間

７日の範囲内
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③病気休暇

（注）日数は週休日等を含む日数

○病気休暇の取得状況(令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（注）対象職員には、再任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員及び会計年度任用
職員は含みません。

44 476日１時間45分

上記以外の負傷または疾病
連続する90日（任命権者が特に必要と認める疾病の場
合にあっては180日）以内

区分

取得者数 取得実績（延べ日数、週休日等を除く）

公務上の負傷疾病

結核性疾病

期間

療養に必要と認める期間

連続する２年以内の期間において医師の必要と認めた
期間
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④介護休暇

※無給休暇

○　介護休暇の取得状況(令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：人）

男性職員

女性職員

0 0

0

0

配偶者の
父母

0

0

0

介　護　休　暇　承　認　期　間

３月超え

４月以下３月以下

１月を超え

0

その他
時間型
中心

全日型
中心

0

期間

要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続
する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を
超えない範囲内で指定する期間

区分

配偶者、子、父母、配偶者の父母などの親族で、
負傷、疾病または老齢により２週間以上にわたり
日常生活を営むのに支障がある者の介護をする
場合

休  暇  の  取  得  形  式

男性職員

女性職員

計 0

0

0

計

0 00 0

計

介護休
暇取得
者数

男性職員

女性職員

計

0

要  介  護  者    （  職  員  と  の  続  柄  別  ）

その他孫兄弟姉妹祖父母子父  母配偶者計

0

0

２月超え

0 0

４月超え

５月以下

0

５月超え

0

0

計 １月以下

0

0

0 0

２月以下

0
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５　職員の休業に関する状況

（１）育児休業等の取得状況

ア　育児休業等の取得者数
（単位：人）

1 0 0 2

1

6 0 0 6

6

7 0 0 8

7 0 0

0 0

0

男 性 職 員 50.0%

女 性 職 員 100.0%

イ　令和７年度中に新たに育児休業等を取得した職員の承認期間

（ア）育児休業承認期間 （単位：人）

６月以下 ６月超え １年超え １年６月超え ２年超え ２年６月超え

１年以下 １年６月以下 ２年以下 ２年６月以下

男性職員 1 1

女性職員 6 6

計 1 6 0 0 0 0 7

※令和６年度中に新たに取得可能となった職員数に対する新規取得者数の割合

うち新規取得（a)

条例で定める特別の事情による再
度の取得(ｂ)

うち再度取得
(b+c)

再び育児休業を取得(c)※(ｂ)を
除く

取得者実数(a+b+c)

女性職員

計

うち新規取得（a)

条例で定める特別の事情による再
度の取得(ｂ)

うち再度取得
(b+c)

再び育児休業を取得(c)※(ｂ)を
除く

　育児休業に関する制度は、３歳未満の子を養育するため休業することができる｢育児休業制
度｣、小学校入学までの子を養育するため、１日の勤務時間のうち週20時間～25時間の勤務時間
を選択できる「育児短時間勤務制度」、同じく２時間を超えない範囲内で勤務をしないことがで
きる「部分休業制度」があります。

育児休業
育児

短時間勤務
部分休業

令和７年度中
に新たに取得
可能となった
職員数

男性職員
うち再度取得

(b+c)

取得者実数(a+b+c)

育　児　休　業　承　認　期　間

合計

取得者実数(a+b+c)

うち新規取得（a)

条例で定める特別の事情による再
度の取得(ｂ)

再び育児休業を取得(c)※(ｂ)を
除く

育児休業
取得率
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（イ）部分休業承認期間 （単位：人）

１年以下 １年超え ２年超え ３年超え ４年超え ５年超え 合計

２年以下 ３年以下 ４年以下 ５年以下

男性職員 0

女性職員 0

計 0 0 0 0 0 0 0

１日の部分休業取得時間（平均）

３０分以下 ３０分超え ６０分超え ９０分超え 合計

６０分以下 ９０分以下

0

0

0 0 0 0 0

（ウ）育児短時間勤務承認期間

３月以下 ３月超え ６月超え ９月超え 合計

６月以下 ９月以下

男性職員 0 　　　　

女性職員 0

計 0 0 0 0 0

（２）修学部分休業の取得状況

（３）高齢者部分休業の取得状況

（４）自己啓発等休業の取得状況

（５）配偶者同行休業の取得状況

　修学部分休業は、大学等における修学のため、２年以内、１週間の勤務時間の２分の１以内の
休業を可能とするものですが、令和６年度中の取得者はありませんでした。

　高齢者部分休業は、定年退職日前５年以内の日から定年退職日までの期間における１週間の勤
務時間の２分の１以内の休業を可能とするものですが、令和６年度中の取得者はありませんでし
た。

　自己啓発等休業は、大学等課程の履修又は国際貢献活動のため、大学等課程の履修については
２年以内（大学等課程の履修の成果をあげるために特に必要な場合として規則で定める場合は、
３年）、国際貢献活動については３年以内の休業を可能とするものですが、令和６年度中の取得
者はありませんでした。

　配偶者同行休業は、公務において活躍することが期待される有為な地方公務員の継続的な勤務
を促進することを目的として、職員の配偶者が外国で勤務等をすることとなり職員がそれに同行
する場合、２年以内の休業を可能とするものですが、令和６年度中の取得者はありませんでし
た。

部　分　休　業　承　認　期　間

育児短時間勤務承認期間
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6 職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分

①処分の種類

ア 免職

イ 降任 職員が現に有する職よりも下位の職に任命する処分のこと。

ウ 休職 職員に職を保有させたまま、一定期間職務に従事させない処分のこと。

エ 降給

②分限処分件数（法とは、地方公務員法をさす。以下同じ）

（注）件数は、令和７年度中に発令したもの。

0
法第28条第４項の規定に基づく条例
により失職しなかった者

0

900計

0

法第28条第４項の規定により失職し
た者

90 0

条例で定める事由
による場合

法第27条第２項

0

刑事事件に関し起
訴された場合

法第28条第２項
第２号

0

職制、定数の改廃、予
算の減少により、廃
職、過員を生じた場合

法第28条第１項
第４号

職に必要な適格性
を欠く場合

法第28条第１項
第３号

0

0

　分限処分とは、地方公務員法第27条及び第28条の規定に基づき、公務能率の維持及びその
適正な運営の確保の目的から、一定の事由（職員の心身の故障等）がある場合に、職員の意
に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分をする権限を任命権者に認めるとともに、他
方で職員の身分保障の観点からその処分権限を発動し得る場合を限定したものです。

公務能率を維持する見地から、職員をその意に反してその職を失わせる
こと。

職員が現に決定されている給料よりも低い額の給料に決定する処分のこ
と。

失職合計降給休職免職降任

心身の故障の場合
法第28条第１項第
２号、第２項第１
号

9 9

　　　　　　　　　　　　　種類
　事由

法第28条第１項
第１号

人事評価又は勤務の状況を
示す事実に照らして、勤務
実績が良くない場合
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（２）懲戒処分

①処分の種類（効果）

ア 戒告

イ 減給 一定期間、職員の給料の一定割合を減額して支給する処分のこと

ウ 停職 職員を懲罰として職務に従事させない処分をすること

エ 免職

②懲戒処分件数

（注）件数は、令和７年度中に発令したもの。

0 0 0計 0 0 0

0

全体の奉仕者たる
にふさわしくない
非行のあった場合

法第29条第１項
第３号

0

職務上の義務に違
反し又は職務を
怠った場合

法第29条第１項
第２号

訓告等

法令に違反した場
合

法第29条第１項
第１号

0

　　　　　　　　　　　　　種類
　事由

戒告 減給 停職 免職 合計

　懲戒処分は、法第29条の規定に基づき、当該公務員に職務上の義務違反、その他、単なる
労使関係の見地においてではなく、国民全体の奉仕者として、公共の利益のために勤務する
ことをその本質的な内容とする勤務関係の見地において、公務員としてふさわしくない非行
がある場合、その責任を確認し、公務員関係の秩序を維持するため科される制裁であり、職
員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務における規律と秩序を維持
することを目的とする処分です。

職員を懲罰として義務違反を行った職員の身分を奪い、勤務関係から排
除する処分のこと

職員の服務規律違反の責任を確認し、その将来を戒める処分のこと
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7 職員の服務の状況

（１）　服務規律の遵守に関する取組状況

（２）職務に専念する義務の免除

・ 分限処分としての休職 ・ 研修を受ける場合

・ 懲戒処分としての停職 ・ 厚生に関する計画の実施に参加する場合

・ 在籍専従（休職） ・ その他任命権者が定める場合

・ 適法な交渉への参加

・ 公民権の行使

・ 年次有給休暇

・ 特別休暇

・ 育児休業

・ 介護休暇　ほか

（３）営利企業等への従事等の制限について

① 職務の遂行に支障がない場合。

②

【営利企業等従事許可件数】（Ｒ７.４.１～Ｒ８.３.31） 30 件

　地方公務員法では、「すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務

し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と

いう服務の根本基準が規定されています。

　また、同法では、法令等及び上司の職務命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を

守る義務、職務に専念する義務、さらには政治的行為の制限等に関する規定の遵守が求め

られています。

　服務規律の遵守については、職員研修や文書などにより、機会あるごとに周知徹底を図

り、綱紀の粛正及び服務規律の徹底に努めています。

　地方公務員法第38条の規定により、職員は、任命権者の許可を得なければ、営利企業の
役員等へ就任すること、自ら営利企業を営むことおよび報酬を得て事業に従事することが
できません。
　村では、職員からの営利企業等への従事について許可の申請があった場合には、次のい
ずれにも該当せず、かつ、法の精神に反しないと認められる場合に限り、これを許可して
います。

その職員の職との間に特別な利害関係、または事後においてその発生のおそれがない
場合。

　地方公務員法第35条の規定により、職員には、法律または条例に特別の定めがある場合

を除き、その勤務時間中、職務に専念する義務が科されています。

　例外的に職務に専念する義務が免除される場合の例は次のとおりです。

法律に定めがある場合 条例に定めがある場合
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8 職員の退職管理の状況

　地方公務員法においては、公務の適正な執行を確保するために、再就職した元職
員が本村に対して、契約や処分に関する要求・依頼をすることを禁止しています。
また、同法の規定に基づき、公務に対する村民の信頼を確保することを退職管理に
係る規則を制定し、適正な行政運営を図って参ります。

＜規制の主な内容＞

①すべての再就職者（地公法第38条の２第１項）
　離職前５年間に在職していた執行機関の組織の職員に対して、契約等事務につい
て、離職後２年間、離職前５年間の職務に関する働きかけが禁止されます。

②在職中に自ら決定した契約・処分への働きかけ（地公法第38条の２第５項）
　①のほか、再就職者は、在職中に自ら決定した契約・処分について、期限の定め
なく、職務に関する働きかけが禁止されます。
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9 職員の研修の状況

職員の勤務能率の発揮および増進のために各種研修を行っています。 （令和７年度）

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

青森県市町村職員研修 1

全国市町村国際文化研修所 4

青森県自治研修所（選択研修） 2

合　　計　（①＋②＋③） 213

その他研修

小計　③ 164

47

例規システム操作研修 7

人事評価研修

指定管理者制度に関する実務講習会 11

区分 主な研修 受講者数

派遣研修

課長研修

キャリアシフト研修

新採用職員研修（前期・後期）

主事・技師研修

基本研修
（階層別研修）

8

小計　①

1

主査研修

管理者入門研修

主幹研修 5

10

7

4

一般財団法人地域活性化センター実務研修生による研修会 34

1

36

実務研修（一般財団法人電源地域振興センター） 1

実務研修（一般財団法人地域活性化センター） 1

小計　② 13

一般財団法人全国建設研修センター 2
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10 職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）健康診断の状況（令和７年度）

① 対象職員 全職員

② 健診内容 ・ 日帰りドック（婦人健診含む）

・ 脳検診

・ 健康診断

（２）公務災害の状況（令和７年度）

（３）福利厚生の状況（令和７年度）

　公務上または通勤による災害（負傷、疾病、傷害または死亡）を受けた職員は、地方公
務員災害補償法に基づき、その災害によって生じた損害が補償されます。

申請件数

2件

　職員の福利厚生については、職員互助会が主体となって職員の福利厚生事業等を行なっ
ています。職員互助会は、平成22年度から公費補助が廃止され、職員の掛金等で運営して
います。

　村では、労働安全衛生法及び六ヶ所村職員安全衛生管理規程に基づき、職員の健康診断
を実施するとともに、その結果に基づき産業医等による事後指導を実施しています。

区分

公務災害

通勤災害

継続審議

0件

0件

不認定件数

0件

0件0件 0件

認定件数

2件
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（４）利益の保護の状況

　　令和７年度における新たな審査請求および係属事案はありませんでした。

　①　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求の状況

　地方公務員法第7条第2項により、政令指定都市以外で、人口が15万人以上の市は、人

事委員会又は公平委員会を設置することとされていますが、同条第4項において、議会

の議決を経て規約を定めることにより、当該団体では人事委員会又は公平委員会を設置

せずに、他の地方公共団体の人事委員会に委託して公平委員会の事務を処理させること

ができると規定されています。

　村でも、この規定に基づき、規約を定めて青森県人事委員会へ公平委員会の事務を委

託して処理しています。

　委託している公平委員会の事務の内容は、地方公務員法第8条第2項に次のとおり規定

されています。

　①　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査・判定して必

　　要な措置をとること。

　②　職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決又は決定をするこ

　　と。

　③　①及び②を除くほか、職員の苦情を処理すること。

　④　その他法律に基づきその権限に属せしめられた事務。

　人事行政の運営等の状況の公表では、人事行政全般について公表することになること
から、青森県人事委員会に委託して処理している事務の状況の中で公表していくべき項
目についても報告を受け、内容を確認し、公表することになるものです。

　　令和７年度における新たな措置要求および係属事案はありませんでした。

　②　職員に対する不利益な処分についての審査請求の状況
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